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東京都における多死社会を見据えた火葬の安定化を求める意見書 

 

特別区内には現在、公営２か所、民営７か所の火葬場があります。 

過去にも、都内の民営火葬場の火葬料金の適正化を推進する意見書を提出し

た経緯がありますが、特別区内には歴史的に公営の火葬場が少なく、他地域に

比べて火葬料金の価格設定が民間企業の裁量次第となり、高額な火葬料となる

傾向がここ数年見受けられました。 

この度は、２３区で一律に実施されている区民葬儀の取り組みから、この火

葬場を経営する民間会社が今年度で撤退する旨の発表がされ、特別区長会は、

即日、２３区民への影響を考慮し、来年度に向けての区民葬儀の不足分の補填

を発表しました。これは、誰もが直面する火葬という場面への影響を考慮した

激変緩和のための措置としては有効です。 

区民葬儀は関係する団体や企業の協力の下に成り立っている施策ではあるも

のの、本来は、公益目的に則した適正な経営のもとで火葬場の安定運営が行わ

れるべきであり、総括原価方式への変更や、民間企業の意向で火葬料金が左右

されずに安定的な運営が行えるように、指導・監督を行う必要があります。 

 

よって、目黒区議会は東京都に対し、多死社会を見据えて、都内の火葬の安

定化のために、現在の民営火葬場に総括原価方式の導入や、火葬料金の上限額

を設定するなど条例を制定し、適正化を推進するよう強く要望します。あわせ

て、火葬場経営の公益性・非営利性が確保されるよう、国と連携して適切に指

導・監督することを求めます。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出する。 

 

令和７年９月３０日 

目黒区議会議長 鈴木まさし 
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